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ａ 農地取得に係る下限面積の緩和については、今回の国の見解を踏まえ、所管する農業委員会等
と、総合特区計画の認定に併せて、提案している内容での協議が整いました。

現行制度で対応可能との見解が示されたことを受け、指
定自治体が農業委員会等との協議を行った結果、要望が
実現可能となったため協議終了。

ⅠＤ ― ―

（１）農地取得に係る下限面積については、平成21年の農地法改正により、農業委員会が、別段
の面積を自由に設定できるよう措置したところである（農地法第３条第２項第５号、農地法施行規
則第１７条）。

（２）この場合、同条１項に基づき下限面積を定める場合においては、別段面積を設定する区域は
市町村の区域の全て又は一部について定めることができるため、「１００分の４０」の要件は行政
区域の一部（番地単位）で下限面積を設定することで対応可能である。
　　また、同条２項に基づき下限面積を定める場合においては、耕作放棄地が相当程度存在し、
新規就農を促進するため必要であれば、10アール未満での下限面積の設定も可能とされてい
る。

（３）加えて、農用地利用集積計画による農地の権利取得においては、下限面積要件を求めてい
ないため、新規就農者を将来の担い手として市町村の基本構想に位置付けるのであれば、規模
に拘わらず新規参入する将来の担い手に農地の権利を設定することが現行制度上可能である
（農業経営基盤強化促進法第18条）。

Ⅳ

１回
目 Ｅ ―

　49名以下の者に対する有価証券の取得勧誘であって、その有価証券が多数の者に譲渡される
おそれが少ない場合には、投資者は発行者から投資判断に必要な情報を直接入手することが容
易であることから、いわゆる少人数私募として、有価証券届出書の提出及び目論見書の交付等
の発行開示を不要としている。
　したがって、仮に、勧誘の相手方を特定の地域の市民に限定したとしても、50名以上の者に勧
誘を行う場合、上記の考え方を満たさないことは明らかであり、さらに、社債には譲渡性があるこ
とから、多数の投資家が本社債を取得し、投資者が投資判断に必要な情報を当該発行者から容
易に取得することができなくなるおそれも大きく、当該提案については、投資者保護の観点から対
応が困難である。
　なお、社債発行という形態ではなく、地域市民から出資を募る市民ファンド（集団投資スキーム）
の形態を取ったときには、そのファンドの行う事業が出資金の総額の50％超を有価証券に投資す
るものでない場合又はそのファンドの持分保有者が500名未満である場合、金融商品取引法にお
ける開示規制の適用はない。
　創設するファンドの形態によっては、現行法令等で対応可能である可能性もあるため、スキーム
の具体的内容（発行者、勧誘対象者、投資者等への情報開示方法、有価証券の流通性、出資金
の運用方法、法令上必要となる管理運営費等）とともに、それに伴い投資者保護に資する方策を
講じられるのであれば、それらをご教示いただきたい。

ｄ

少人数私募債については、投資家保護の観点から情報の非対称性が生じない人数として、49名
以下に制限していますが、これは、異なる業種業態、組織形態、地域性等において、一律の基準
を適用したものであります。
本特区で提案している特例の対象は、まちづくり会社という「新しい公共」の担い手と期待される
組織であり、市域レベルの投資家は日常的に商店街の管理運営状況や事業の実施状況等を把
握しやすく、これらの投資家に対して、有価証券報告書に準じた財務諸表等を平等に公開できれ
ば、ご指摘の情報の非対称性を解決できると考えております。
また、対象となる丸亀町商店街は、１００名以上の組合員で構成されており、少なくともこの人数
は平等に情報が得られるものとすれば、現基準を超える適正な規模基準が存在するものと考えら
れます。
さらに、社債の流通を抑制する規定を設けることにより、現行の少人数私募債の枠組を遵守でき
るものと考えております。
一方、市民ファンド（集団投資スキーム）の形態を採用した場合については、過去の実績（Ａ街区
における共同出資会社）から、多額のファンド組成費や管理運営費がかかり、数億円程度の事業
では、ファンド事業の実施によるマイナス要因の方が大きくなるため、新たに導入することは困難
であります。
以上の理由から、少人数私募債の発行条件を緩和することについて、引き続き検討を行い、適正
な規模基準の検証後（来年春以降）に再協議をお願いします。
（今後の検討事項）
・まちづくり株式会社等が発行する少人数私募債において、情報の非対称性が生じない範囲の適
正規模の検証
・情報開示の具体的方法
・流通抑制対策
・リスクマネジメント
・社会に貢献する公的性格を持つ組織への対応

金融庁から、投資者保護の観点から対応しないとの見解
が示され,指定自治体は投資者保護についての検討を
行ったうえで、平成25年春以降の協議を希望しているた
め、一旦協議終了とする。
次回以降の協議に際し、自治体は、投資スキームの具体
化を進めるとともに、金融庁から示された代案についても
十分に検討すること。

Ⅳ

ｄ

少人数私募債については、投資家保護の観点から情報の非対称性が生じない人数として、49名
以下に制限していますが、これは、異なる業種業態、組織形態、地域性等において、一律の基準
を適用したものであります。
本特区で提案している特例の対象は、まちづくり会社という「新しい公共」の担い手と期待される
組織であり、市域レベルの投資家は日常的に商店街の管理運営状況や事業の実施状況等を把
握しやすく、これらの投資家に対して、有価証券報告書に準じた財務諸表等を平等に公開できれ
ば、ご指摘の情報の非対称性を解決できると考えております。
また、対象となる丸亀町商店街は、１００名以上の組合員で構成されており、少なくともこの人数
は平等に情報が得られるものとすれば、現基準を超える適正な規模基準が存在するものと考えら
れます。
さらに、社債の流通を抑制する規定を設けることにより、現行の少人数私募債の枠組を遵守でき
るものと考えております。
一方、市民ファンド（集団投資スキーム）の形態を採用した場合については、過去の実績（Ａ街区
における共同出資会社）から、多額のファンド組成費や管理運営費がかかり、数億円程度の事業
では、ファンド事業の実施によるマイナス要因の方が大きくなるため、新たに導入することは困難
であります。
以上の理由から、少人数私募債の発行条件を緩和することについて、引き続き検討を行い、適正
な規模基準の検証後（来年春以降）に再協議をお願いします。
（今後の検討事項）
・まちづくり株式会社等が発行する少人数私募債において、情報の非対称性が生じない範囲の適
正規模の検証
・情報開示の具体的方法
・流通抑制対策
・リスクマネジメント
・社会に貢献する公的性格を持つ組織への対応

法務省から、社債権者保護の観点から対応しないとの見
解が示され、指定自治体は、社債権者保護についての検
討を行ったうえで、平成25年春以降の協議を希望している
ため,一旦協議終了とする。

１回
目 Ｅ

会社法第７０２条は，社債権者保護の見地から，社債権者の保護に欠けるおそれがない場合を
除き，原則として社債管理者の設置を義務付けるものである。そして，会社法施行規則第１６９条
が，社債管理者の設置を要しない場合として，ある種類の社債の総額を当該種類の各社債の金
額の最低額で除して得た数が５０を下回る場合を挙げているのは，社債権者が少人数の場合に
は，社債権者集会の開催も容易であり社債権者の意思に基づく社債管理が可能であるため，社
債管理者の設置を義務付けなくても社債権者の保護に欠けるところはないからである。
ある種類の社債の総額を当該種類の各社債の金額の最低額で除して得た数が５０を上回る場合
には，社債権者集会の開催が容易であり社債権者の意思に基づく社債管理が可能であるとは言
えず，この場合においても社債管理者の設置は義務付けないものとすると，社債権者の保護に
欠けるおそれがあり，適切ではない。
以上のことからすれば，ある特定地域に限って社債権者の保護を緩和することに合理性はない。

法務省民事局
参事官室

会社法施行規則第
169条
金融商品取引法施
行令第１条の5

国と地方の協議【書面協議】　指定自治体の回答

【ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他】
特区
区分

総合
特区
名

提案事項名

　　　　　　　　　　　　　　　内閣府記載欄

【Ⅰ：提案者の取組を実現するための方策について国と地方
で合意に至ったもの
Ⅱ：提案者の取組を実現するため方策の方向性について合意
至り、一部条件等を詰めるための協議を継続するもの
Ⅲ：取組を実現するための方策について国と地方の間に見解
の相違があり、合意に至らなかったもの
Ⅳ：一旦協議を終了し、提案者側で再検討を行うもの】

対面協議提案事項の具体的内容 政策課題 回数

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解

【A-1：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　A-2：全国展開で実施　B：条件を提示して実施　C：代替案の提示
D：現行法令等で対応可能　E：対応しない　F：各省が今後検討　Z：指定自治体が検討】

地域
31

中心市
街地と
田園地
域が連
携する
高松コ
ンパク
ト･エコ
シティ
特区

新規就農を促進す
るための規制の特
例

2053

整理
番号

農林水産省経
営局農地政策
課

農地法施行規則第
17条第2項第1号

新規就農を促進し、小規模農家の農
業生産を活性化するとともに、中心市
街地との連携による6次産業化を推進
するため、比較的小規模の農地での
就農を可能としたい。現行、農地所有
の下限面積は、農業委員会による設
定が可能とされているものの、農地法
施行規則第17条第2項第1号により「農
業委員会が定めようとする別段の面
積」は、設定区域内において、その定
めようよする面積以下の農地等で農業
等を行っている者の数が、総数の「お
おむね百分の四十」を下らないように
設定するとされていることから、当該基
準を「おおむね百分の二十」に緩和さ
れたい。

【コンパクト・エコシティの実現】
本市における農業は高付加価値な果
物・野菜を中心とする施設園芸農業が
盛んであるという特色を有しており、比
較的小規模の農地においても採算性
の高い営農が可能である。本特区に
おいては、都市のコンパクト化と、郊外
における豊かな田園環境の再構築を、
車の両輪として目指しており、特色あ
る施設園芸農業による農業生産の振
興や、中心市街地における、地産地消
の取組等と連携した農業の６次産業化
に官民一体で取り組もうとしているとこ
ろである。これらの取組を推進するた
めに、地域独自の取組として、遊休農
地有効活用事業や多彩な園芸産地育
成強化事業などを実施する予定として
いる。一方で、少子高齢化を背景に、
就農者の減少による耕作放棄地の増
加が問題となっており、就農者の確保
が喫緊の課題となっている。就農者が
農地所有しようとする場合には下限面
積が定められており、本市においては
40アールが下限面積であるところ、新
規就農時に40アールの農地を取得す
ることは、初期投資の大きさや、取得
後の耕作管理の困難さから、新規就
農の障壁となっており、小規模農家の
経営意欲減退の一因ともなっている。

１回
目

金融庁総務企
画局企業開示
課

会社法施行規則第
169条
金融商品取引法施
行令第１条の5

地域
31

中心市
街地と
田園地
域が連
携する
高松コ
ンパク
ト･エコ
シティ
特区

少人数私募債の発
行条件の特例 2051

市民自らの資金により、まちづくりや地
域産業の育成を図ることで、効果的に
特区の事業やエリアマネジメントを推
進するため、広く小口の出資を募るこ
とが可能な市民参加のファンドを設立
したい。
当該市民参加型ファンドを設立するた
めに、小規模私募債発行に係る次の
要件の緩和を求める。
①会社法において、銀行等に社債管
理者を定め、社債管理を委託しなけれ
ばならない要件を、現行法50口以上
を、500口以上程度へ緩和する。
【別紙1-1】
②金融商品取引法上、50人以上の勧
誘をすることで「有価証券の募集」とな
り、有価証券届出書の提出が必要に
なり、多大な情報開示費用が必要なこ
とから、500人以上程度への引き上げ
る。
【別紙1-2】

【地域産業の活性化／コンパクトエコ
シティの実現】
これまで、中心市街地の活性化は、国
や地方自治体からの公費（補助金）に
より支えられてきたが、国の制度変更
や予算措置の状況によって事業の成
否が影響される可能性がある。中心市
街地の活性化には長期の安定した取
組が必要であるところ、公費への依存
から脱却することが不可欠である。
過去にも、高松丸亀町まちづくり株式
会社では、少人数私募債によって、約
1億円の資金調達（200万円×49口）を
行っているが、本特区内に設置を予定
している、地産地消ショップやファクト
リー事業や、住民の利便を増進させる
都市機能を導入するにあたっては、よ
り多額の費用が必要となる。少人数私
募債を活用して、仮に5億円程度の資
金調達を行う場合、平均1,000万円以
上となるため、出資者を確保する事が
難しい。また、管理運営費に多額の費
用を要することから、公募債による５億
円程度の資金調達も困難である。
このように、現行制度では、まちづくり
を行うための資金を調達する際の私募
債や公募債の規制がボトルネックと
なっている。

1／2

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/sogotoc/kyougi/bessi_H24aki/bessi_H24aki_takamatu2051.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/sogotoc/kyougi/bessi_H24aki/bessi_H24aki_takamatu2051.pdf
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国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解

【A-1：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　A-2：全国展開で実施　B：条件を提示して実施　C：代替案の提示
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整理
番号

１回
目 Ｄ

・建築基準法第44条で、「公共用歩廊その他政令で定める建築物」については、特定行政庁の許
可により、道路内建築制限の解除が可能とされており、「政令で定める建築物」として「道路の上
空に設けられる渡り廊下その他の通行又は運搬の用途に供する建築物」等が規定されている。

・一時的にイベント等を行う広場であっても、常に通行又は運搬の用途に供され、広場上に店舗
等の工作物を設けないものであれば、「渡り廊下その他の通行又は運搬の用途に供する建築物」
として取り扱うことが可能であり、特定行政庁が、安全上、防火上及び衛生上他の建築物の利便
を妨げ、その他周囲の環境を害するおそれがないと認めて許可することにより、現行制度で対応
可能である。

ａ

道路上空に設ける通路の取扱等については、個別事案毎に対応していくか、または地域独自の
審査基準を定めるかについて、検討します。
いずれの場合においても、「安全上、防火上及び衛生上他の建築物の利便を妨げ、その他周囲
の環境を害するおそれ」のないものにする必要があります。しかしながら本特区で提案している上
空広場については、道路交差部の大規模でかつ特殊な構造をしており、全国的にも事例が少な
いことから、特定行政庁のみで判断するには、困難な部分があります。そのため、施設計画が具
体化した時点で、再度、関係法令との適合性等について、個別協議に応じていただき、ご指導を
賜りたいと存じますので、よろしくお願いします。

特定行政庁の許可により現行制度で対応可能との見解が
示され、特定行政庁である指定自治体が地域独自の審査
基準を定めることについて検討することとなったため協議
終了。国土交通省は、特定行政庁において関係法令との
適合性に疑義が生じた場合、その求めに応じ技術的助言
を行うこと。
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コンパクトエコシティ実現のため、防災
拠点等の多様な都市機能を中心市街
地に導入するとともに、商店街の街路
空間を豊かにすることで、商店街の魅
力向上やコミュニティにおける核の創
造を図るため、道路上空に広場を建築
することを予定している。道路上空に
おける広場の建築を可能とするため、
本特区内において道路上空に設置す
る広場について、建築基準法第44条
第1項第4号に定める「公共用歩廊そ
の他政令で定める建築物」とみなして
いただきたい

【コンパクト・エコシティの実現】
　丸亀町商店街（D・E街区）の道路上
空には広場を設け、民間イベント広
場・防災拠点・憩いの場とする計画が
あるが、建築基準法第44条第1項に規
程されているように、建築物又は敷地
を造成するための擁壁は、道路内に、
又は道路に突き出して建築し、又は築
造してはならないため設置することが
困難となっている。そのため、当該広
場について同法第44条第1項第4号に
定める建築物に準ずる建築物とみな
す必要がある。
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